
 「日本再興戦略」（平成25年6月閣議決定）や「情報通信審議会答申」（平成26年12月）を踏まえ、2020年代に

向けて、我が国の世界最高水準のICT基盤を更に普及・発展させ、経済活性化・国民生活の向上を実

現するため、電気通信事業法等※の改正を行うもの。 

電気通信事業法等の一部を改正する法律の概要 

（電気通信事業法、放送法） 

（電気通信事業法、電波法） 

※ 電気通信事業法等：電気通信事業法、電波法、放送法 

１ 電気通信事業の公正な競争の促進  

○ 光回線の卸売サービス等に関する制度整備 

○ 禁止行為規制の緩和 

○ 携帯電話網の接続ルールの充実                  

○ 電気通信事業の登録の更新制の導入等（合併・株式取得等の審査） 

２ 電気通信サービス・有料放送サービスの利用者・受信者の保護 

３ その他 

○ 書面の交付・初期契約解除制度の導入 

○ 不実告知・勧誘継続行為の禁止等 

○ 代理店に対する指導等の措置 

（電気通信事業法、電波法） 

○ ドメイン名の名前解決サービスに関する信頼性等の確保 

○ 電波法関係の規定の整備（海外から持ち込まれる無線設備の利用に関する規定の整備 等） 
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